
平成29年度　国民健康保険特別会計予算　【概要】

【歳入】
内　　容 予算額(千円) 構成比率(%)

国保税 479,573 16.3

使用料及び手数料 250 0.0

国庫支出金 588,452 20.0

県支出金 136,614 4.6

療養給付費等交付金 60,104 2.0

前期高齢者交付金 800,000 27.2

共同事業交付金 668,317 22.7

財産収入 100 0.0

一般会計繰入金 175,151 6.0

基金繰入金 28,585 1.0

繰越金 100 0.0

諸収入 2,660 0.1

合　計 2,939,906 100.0

【歳出】

内　　容 予算額(千円) 構成比率(%)

総務費 44,216 1.5

保険給付費 1,752,155 59.6

後期高齢者支援金 304,994 10.4

前期高齢者納付金 254 0.0

老人保健拠出金 30 0.0

介護納付金 127,000 4.3

共同事業拠出金 668,318 22.7

保健事業 29,927 1.0

基金積立金 100 0.0

諸支出金 2,912 0.1

予備費 10,000 0.3

合　計 2,939,906 100.0
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国民健康保険特別会計　平成28年度決算（見込）・平成29年度当初予算の概要【歳入】

H28決算見込み額 H29当初予算額

（単位:千円） （単位:千円）

486,989 479,573

464,204 459,026

医療(現年) 280,627 276,685

介護(現年) 39,915 39,776

後期(現年) 134,287 132,569

医療(過年) 5,460 6,149

介護(過年) 1,435 1,166

後期(過年) 2,480 2,681

22,785 20,547

医療(現年) 12,190 11,027

介護(現年) 4,319 3,897

後期(現年) 5,857 5,298

医療(過年) 228 173

介護(過年) 80 66

後期(過年) 111 86

督促手数料 215 250

626,674 588,452

国庫負担金 療養給付費負担金 423,325 404,367

高額医療負担金 18,307 20,400

特定検診負担金 2,226 2,486

小計 443,858 427,253

国庫補助金 財政調整交付金 180,973 156,576

国保制度関係業務補助金 1,843 4,623

小計 182,816 161,199

130,142 136,614

県負担金 高額医療負担金 18,307 20,400

特定検診負担金 2,441 2,486

小計 20,748 22,886

県補助金 財政調整交付金 109,394 113,728

98,338 60,104

現年分 98,338 60,104

過年分

668,733 800,000

現年分 668,733 800,000

640,070 668,317

高額医療交付金 68,406 81,602

保険財政交付金 571,664 586,715

基金利子 166 100

247,645 203,736

保険基盤(保険税分) 67,252 67,252

保険基盤(保険者分) 42,391 42,392

人件費 23,121 29,175

出産一時金 5,029 4,480

財政安定化 31,852 31,852

計 169,645 175,151

78,000 28,585

15,324 100

1,258 2,660

1,218 1,710

40 950

2,915,554 2,939,906

国保税

一般分

退職分

内　　容

徴収金のうち後期高齢者支援金に充てられるものです。

説　　明

徴収金のうち介護納付金に充てられるものです。対象：第2号被保険者（40歳～65歳未満）

徴収金のうち医療給付に充てられるものです。

（一般被保険者分）

市町村の療養の給付、入院時食事療養費、特定療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、
移送費及び高額療養費の支給に要する費用並びに老人保健法の規定による医療費拠出金の納付に
要する費用について、国が定率の負担をするものです。

前年度までに納付されなかった国保税分です。（滞納繰越分）

国庫支出金

使用料及び手数料

繰入金

県支出金

療養給付費等交付金

財産収入

前期高齢者交付金

特定健診等に係る費用の一部を国が負担するものです。

出産一時金の財源として一般会計から繰り入れるものです。

国保加入者における前期高齢者の割合に応じて交付されます。
前期高齢者医療制度：65歳～74歳の方を対象とした、被用者保険（健保組合等）と国民健康保険間の医療費負担を調整す
るための制度です。前期高齢者の加入人数に応じて 「前期高齢者交付金」が交付されます。（人数に応じて「拠出金」も
あります。）

退職被保険者等の医療給付に要する費用に充てるため、被用者保険等の保険者の拠出金を財源と
して交付されるものです。

高額拠出金 ×1/4

国保税に係るもののです。

繰越金

合　計

延滞金

雑入(第三者、返納金、指定公費等)

基金繰入金

諸収入

国保事業に要する費用に充てられるための徴収金です。

●保険基盤安定制度：低所得者を対象とした保険料（税）軽減相当額を国、県、市が公費で補填
する制度です。国(1/2)、県(1/4)負担金は、保険基盤安定負担金として一般会計に交付されま
す。

 

 

前年度会計からの繰越金です。

●退職者医療制度：サラリーマンが高齢で退職した場合、退職後に国保に加入することが一般的
ですが、医療の必要性の高まる時期に国保に加入することになり、その医療費の負担は主として
国庫と他の一般被保険者に依存することになり、その緩和策として昭和59年10月に創設された制
度です。この制度は被保険者の医療費の一部を被保険者保険等の拠出金から賄う点が最大の特色
です。この制度は前期高齢者医療制度の発足とともに新規適用が停止され、最後の適用者が65歳
に達する平成26年度をもって廃止となります。

●退職被保険者：国保の被保険者であって、65歳未満の方、原則として被用者年金の老齢（退
職）年金の受給権者〔通算老齢（退職）年金にあって加入期間が20年以上又は40歳10年以上の
者〕が対象となります。障害年金等の受給者で老齢（退職）年金の受給権を有している者も含ま
れます。

督促状送付に伴うものです。（1件100円）

国民健康保険基金を取り崩し繰り入れるものです。

一
般
会
計
繰
入
金

特定健診等に係る費用の
一部を県が負担するもの
です。

※法定繰入分といわれるものです。

国民健康保険基金の運用利子です。

国保会計の安定化のために一般会計から繰り入れるものです。

 国民健康保険（賦課・徴収・資格・給付）関係職員に係る費用です。

共同事業交付金

財政調整交付金：主に財政力を考慮して配分される国・県の交付金
です。普通調整交付金と特別調整交付金に分かれます。

普通調整交付金：市町村間の財政力（医療供給体制の整備状況や産
業構造の違いによる医療費や所得）の差に応じて、その程度に応
じて交付されるものです。

特別調整交付金：普通調整交付金の基準では措置できない特別の事
情（風水害等による保険料の減免や流行病などにより療養の給付
費が多額になった場合などの特殊事情による財政難の不均衡な

ど）がある場合に交付されるものです。

【高額医療交付金：高額医療費共同事業】 市町村国保からの拠出金（国と県で1/4ずつ負担）を財源とし、
1件80万円を超えるレセプトに係る医療費を県単位で共同して負担する事業。
【保険財政交付金：保険財政共同安定化事業】 市町村国保からの拠出金を財源とし、レセプトに係る医療
費（30万円～80万円※H27からは1円～80万円）を県単位で共同して負担する事業。
それぞれ交付される交付金。歳出としてそれぞれに対する拠出金があります。
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国民健康保険特別会計　平成28年度決算（見込）・平成29年度当初予算の概要【歳出】

H28決算見込み額 H29当初予算額

(単位：千円) (単位：千円)

35,743 44,216

32,115 40,186

一般職給与 23,120 29,175

嘱託・臨時 1,037 0

一般管理事業 5,804 8,760

適正受診対策 1,090 1,161

連合会負担金 1,064 1,090

3,565 3,688

徴税事務費 3,565 3,688

嘱託・臨時 0 0

63 342

1,777,584 1,752,155

1,569,864 1,537,259

一般療養給付費 1,490,580 1,454,371

退職療養給付費 60,133 61,871

一般療養費 13,594 14,670

退職療養費 724 896

審査支払手数料 4,833 5,451

198,945 206,906

一般高額療養費 190,168 197,348

退職高額療養費 8,672 9,408

一般高額介護合算 105 100

退職高額介護合算 0 50

7,544 6,720

1,200 1,050

31 200

0 20

298,080 304,994

298,058 304,973

22 21

210 254

21 22

189 232

11 30

0 10

11 20

125,150 127,000

625,660 668,318

73,230 81,603

552,430 586,715

27,962 29,927

12,901 15,964

837 1,103

14,224 12,860

166 100

22,745 2,912

1,676 2,550

21,069 2

0 260

0 100

0 10,000  

合　計 2,913,311 2,939,906

国民健康保険税の徴収事務に係る費用です。

　

保険給付に係る支出金の合計です。

医療費の1か月の自己負担額が限度額を超え
た場合に、その超えた額を保険給付（保険者
が負担）するものです。

レセプト審査に係る費用です。※審査は国保連合会

柔道整復師、補装具の費用など被保険者が一時
立て替えて支払い、その後、申請により保険給
付（保険者が負担）するものです。（個人負担
分（例えば3割分）を除いた額）

療養費用（医療・薬剤等）の個人負担分（例
えば3割）を除いた残りを保険給付（保険者
が負担）するものです。

療養の給付について保険者として負担する額で
す。

高齢受給者（70～74歳）に係る医療費について特例措置（2割→1割）が取られています。特例分（1割）につ
いては国が負担するものですが、過誤等があった場合に返還するものです。

保険税の還付加算金に充てるものです。

国等の負担金・交付金の前年度精算に伴う返還金です。

保険税還付金に充てるものです。

特定健診・特定保健指導に係る費用です。対象者：40～74歳

国保連合会への業務委託のための負担金です。

医療費適正化のためのレセプト点検費用です。

世帯内の国保加入者について、1年間に「医療」
と「介護」の両方に自己負担があり、その額が
自己負担限度額を超えた場合、超えた額を保険
給付（保険者が負担）するものです。

介護保険制度への納付金です。　※第2号被保険者（45～65歳未満）見込み数×一人当たりの負担見込額

事業の運営に係る一般管理費用です。

共同事業の実施主体：長野県国民健康保険団体連合会

被保険者の出産に対して給付するものです。1件当たり420,000円（産科医補償制度対象外の場合は404,000
円）

被保険者が結核による療養の給付を受けた場合に被保険者が負担する額を給付するものです。

負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師の指示により、緊急的に入院、転院の必要性があって移送され
た場合に給付するものです。

国保運営協議会に係る費用です。（委員報酬など）

高額医療費共同事業への拠出金です。（対象：レセプト1件当たり80万円超のもの）

平成20年度に創設された「後期高齢者医療制度」の加入者の医療費（負担割合=国・県・市町村50%：
現役世代40%：高齢者の保険料10％）のうち、現役世代分に充てられるものです。

前期高齢者の割合に応じて負担するものです。（加入割合が少ないほど負担は大きくなる。加入割合
の多さに応じて前期高齢者交付金として歳入がある）
前期高齢者医療制度：65歳～74歳の方を対象とした、被用者保険（健保組合等）と国民健康保険間の
医療費負担を調整するための制度で、前期高齢者の加入人数の多い国保の財政支援を、若年者の加入
の多い健保組合などから 「前期高齢者交付金」として受けます。

老健法に基づき実施される医療と保健事業に要する費用について、保険者が共同で拠出するもので
す。 医療費拠出金は医療に要する費用について拠出するもので、国2/10、県・市各1/10を負担し、残
りの部分について各保険者の拠出金により賄われます。 事務費拠出金は、市町村における審査支払の
事務等に要する費用、支払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に対する交付金の交付等の業
務に要する費用に充てられるものです。

人間ドック受診に対する助成です。
対象者：35歳以上
補助金額：日帰り20,000円　1泊2日25,000円　5歳毎の節目30,000円

医療費抑制のための健康増進、寝たきり予防の推進に関する費用です。

保険財政共同安定化事業への拠出金です。（対象：レセプト1件当たり30万円超～80万円のもの
平成27年度からはレセプト1件当たり1円～80万円のものが対象になります。）

予備費

高額療養費

結核給付金

移送費

葬祭費

出産育児一時金

老人保健拠出金

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

医療費拠出金

総務費

保険給付費

療養諸費

内　　容 説　　明

臨時職員賃金（庶務課算定額）※資格・給付関係

国民健康保険（賦課・徴収・資格・給付）関係職員に係る費用です。

臨時職員賃金（庶務課算定額）※徴税関係

国民健康保険事業の運営に係る費用です。

徴税費

総務管理費

運営協議会事務費

諸支出金

基金積立金

保険財政拠出金

人間ドック

健康増進プログラム

特定健診等

介護納付金

共同事業拠出金

保健事業

高額医療費拠出金

指定公費負担返還金

還付加算金

償還金

保険税還付金

被保険者の死亡に伴い給付するものです。1件当たり30,000円

事務費拠出金

支援金

事務費拠出金

納付金

事務費拠出金

●退職者医療制度：サラリーマンが高齢で退職した場
合、退職後に国保に加入することが一般的ですが、医
療の必要性の高まる時期に国保に加入することにな
り、国保の医療費負担は増加します。このような医療
保険制度間の格差を是正するために、退職被保険者本
人とその被扶養者に対する給付費（自己負担金以外の
医療費）は、一般の被保険者とは別に会社等の健康保
険からの交付金(療養給付費等交付金)により賄われて
います。保険税の計算方法及び給付については、退職
被保険者と一般被保険者との違いはありません。

●退職被保険者：次の3つの条件すべてにあてはまる方

(1)国保に加入している方

(2)厚生年金や共済年金の加入期間が20年以上（または

40歳以降に10年以上）あって老齢厚生年金・共済年金

を受給している方

(3)65歳未満の方

３


